
（様式①）

[こども青少年局] ６款３項２目 こども家庭福祉費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

116 こども福祉諸費 16,047 16,047 0 0 16,047 16,047 ○

117 里親推進事業 20,118 10,060 18,686 9,344 1,432 716 ○

118
児童虐待防止啓発地域
連携事業

108,361 61,463 69,987 36,507 38,374 24,956 ○

119 児童福祉事業諸費 2,743 2,369 2,488 879 255 1,490

120 女性相談保護事業 132,712 94,655 132,840 94,464 ▲ 128 191

121
女性緊急一時保護施設
等補助事業

39,386 22,116 35,067 21,430 4,319 686

122
ひとり親家庭等自立支
援事業

277,639 95,626 213,032 76,880 64,607 18,746 ○

123
ひとり親世帯フードサ
ポート事業

18,988 18,988 22,543 22,543 ▲ 3,555 ▲ 3,555

124
虐待・思春期問題情報
研修センター運営費

416,202 0 486,202 0 ▲ 70,000 0

125
施設等退所後児童に対
するアフターケア事業

35,943 13,522 35,943 13,522 0 0

126

特別乗車券交付事業
（民営バス、金沢シー
サイドライン）

483,447 483,447 547,574 547,574 ▲ 64,127 ▲ 64,127

127
こども家庭総合支援拠
点事業

566,370 331,779 376,531 227,438 189,839 104,341 ○

128 こども家庭相談事業 109,059 108,779 0 0 109,059 108,779 ○

129 障害児通所支援事業 18,089,488 4,595,835 14,397,726 3,662,371 3,691,762 933,464 ○

130 障害児制度運営事業 71,349 42,552 45,143 45,143 26,206 ▲ 2,591 ○

131
障害児医療連携支援事
業

50,859 47,004 45,527 41,672 5,332 5,332 ○

132
訓練・介助器具助成事
業

12,338 12,338 12,104 12,104 234 234

133
障害児地域訓練会運営
費助成事業

74,854 74,854 77,848 77,848 ▲ 2,994 ▲ 2,994

事　業　計　画　書　目　次

新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和４年度 令和３年度 増△減（４－３）
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134
学齢後期障害児支援事
業

128,554 84,809 127,659 85,796 895 ▲ 987 ○

135
身体障害者奨学金支給
事業

4,649 4,649 4,906 4,906 ▲ 257 ▲ 257

136
障害児施設等における福祉
サービス継続支援事業
（障害児通所支援事業所分）

27,980 9,994 55,960 0 ▲ 27,980 9,994

137
障害児施設等に対する
抗原検査事業

61,752 61,752 0 0 61,752 61,752 ○

計 20,748,838 6,192,638 16,707,766 4,980,421 4,041,072 1,212,217
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 こども家庭
新規拡充 ■ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 6 3 2

事業名称 こども福祉諸費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

0 16,047
補助事業 0

令和４年度 16,047 0 0 0

0
令和３年度 0 0 0 0 0 0

単独事業

0 16,047

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 16,047 0 0 0 0

16,047

0 0 0 16,047 16,047 16,047
予
算

0 0 0 16,047 16,047

事業概要 こども福祉保健部内の事務にかかる諸経費

事業開始年度 令和4年度

根拠法令・方針決裁等 ー

決
算

0 0 0

0 0 0

単位

人数

事業目的・効果
(必要性)

こども福祉保健部内の事務にかかる諸経費を集約して執行することで効率的な運用を図ります。

根拠・データ等 ー

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

実績

目標

実績

16,047

課長 係長 こども家庭

細事業合計 16,047 0 16,047

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 奥津　正仁 木寺　洋 渡部　慶亮

0 16,047 新規

事業スケジュール ー

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

こども福祉諸費
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

係

1,500 500 通年実施に伴う増

就労支援計画の設定
数（センター事業）

単位

人

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸
付事業

21,600 0 21,600
令和３年度補正予算によ
る新規事業の継続に伴う
増

日常生活支援事業 13,640 20,584 ▲ 6,944 実績数の減少に伴う減

目標 350 350 350 350 350 350 350

実績 230 354

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 こども家庭
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 6-3-2 2

事業区分

歳出予算科目 6 3 2

事業名称 ひとり親家庭等自立支援事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 その他（基金） 市債 一般財源

95,626
補助事業 0

令和４年度 277,639 172,157 16 9,840

0
令和３年度 213,032 128,046 8,106 76,880

単独事業

0 18,746

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 64,607 44,111 0 16 1,734

277,639

73,600 76,162 76,249 95,626 95,626 95,626
予
算

192,560 259,376 209,489 277,639 277,639

事業概要
ひとり親家庭の自立を支援するため、資格取得や職業紹介などの就業支援を実施するほか、家庭の状況に応じた子育てや生活支援、子
どもへのサポートなど、総合的に事業を進めることにより、世帯の生活の安定と向上を図り、児童の健全な成長につなげます。

事業開始年度 平成16年度

根拠法令・方針決裁等 母子及び父子並びに寡婦福祉法

決
算

149,348 194,686 144,747

64,052 56,743 56,703

受講修了者数（自立
支援教育訓練・高等
職業訓・高卒認定試
験合格支援）

単位

人

事業目的・効果
(必要性)

平成14年度に母子及び寡婦福祉法等の一部を改正する法律が成立し、これまでの児童扶養手当や母子寡婦福祉資金などの「経済的支
援」中心の支援から、①子育てや生活支援　②就業支援　③養育費の確保策　④経済的支援策の４本柱を基にした、総合的な自立支援
を展開することになりました。また、ひとり親家庭の世帯収入の少なさや、子どもへの貧困の連鎖が全国的にも問題となっている中
で、生活支援から就労支援まで総合的に支援する本事業を引き続き効率的に実施していくことが求められています。

根拠・データ等 平成27年国勢調査（ひとり親家庭の世帯数：26,391世帯）、平成29年度横浜市ひとり親世帯アンケート調査

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 - - 176 186 186 186 186

実績 141 161

550 550 0

目標 - 50 50 80 80 80 80

実績 - 48

6,132

高等職業訓練促進給付金等事業 153,961 118,750 35,211
令和３年度補正予算によ
る新規事業の継続に伴う
増

母子家庭等就業・自立支援センター事
業

56,225 49,905 6,320

情報提供・啓発等事業 8,500 8,053 447
会計年度任用職員の雇用
に伴う増

令和３年度補正予算によ
る配置人員の継続に伴う
増

ひとり親家庭思春期・接続期支援事業 15,031 5,550 9,481
PFS導入及び応募実績に
基づく増

ひとり親養育費確保支援モデル事業 2,000

課長 係長 こども家庭

細事業合計 277,639 213,032 64,607

相談件数（ひとり
親家庭思春期・接
続期支援事業）

単位

件

本資料は、公正・適正に作成しました。 奥津　正仁 熊倉　賢太郎 小島　千明

8,140 ▲ 2,008 実績数の減少に伴う減

高等学校卒業程度認定試験合格支援事
業

事業スケジュール

通年実施
【参考】これまでの事業経過
平成16年度：事業開始
平成18年度：母子家庭等就業・自立支援センター事業開始
平成28年度：高等学校卒業程度認定試験合格支援事業、ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業開始
令和元年度：情報提供・啓発事業（父子家庭の交流事業、ひとり親の親講座事業）開始
令和２年度：ひとり親家庭思春期・接続期支援事業開始
令和３年度：ひとり親養育費確保支援モデル事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

自立支援教育訓練給付金事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 村上　和孝 石橋　大輔 山本　祐輔

資格等取得支援事業

事業スケジュール

平成24年度：事業開始
平成25年度：資格取得支援事業開始（資格等取得支援費・大学進学等自立生活資金の一時金・生活資金）
平成27年度：資格取得支援事業における専門学校・大学等初年度納入金開始
平成30年度：継続支援計画作成開始
令和２年度：資格取得支援事業における大学進学等自立生活資金の一時金・生活資金終了
令和３年度：資格取得支援事業における大学進学等自立生活資金の家賃補助開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

施設等退所後児童アフターケア事業

課長 係長 養護支援

細事業合計 35,943 35,943 0

実績 15 21

目標

実績

継続支援計画
単位

件

事業目的・効果
(必要性)

児童養護施設等を退所した児童等のために、入所中から退所後を通じて支援、相談、情報提供等を行うことにより、児童等が就労や通
学を継続し、安定して生活することを目的とします。
施設等入所中及び退所後児童に対し、生活全般にわたる相談や支援、情報提供、居場所事業等を行います。また、普通自動車運転免許
等の取得や専門学校・大学等進学の際にかかる費用の支援を行います。
退所後児童が、経済的な理由により、進路が限られることなく、希望の進路を選ぶことが可能になり、また、退所後児童にとって身近
な相談・支援機関となります。

根拠・データ等

居場所事業の拠点「よこはまPort For」利用状況（登録者）
元年度：313人
２年度：344人
３年度（見込）：370人
４年度（見込）：400人

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 50 50 50 50 50 50 50

事業概要

施設等入所中及び退所後児童に対し、就労や進学をはじめ、生活全般にわたる支援、相談、情報提供等を行い、児童の安定した生活の
実現を後押しします。また、「資格等取得支援事業」では、資金援助及び相談により就職及び進学へ向けた支援を行います。さらに、
貧困による世代間連鎖を防ぐため、経済的事情により進学資金の工面が非常に困難な児童を対象に専門学校・大学等進学時初年度納入
金を支弁します。

事業開始年度 平成24年度

根拠法令・方針決裁等
厚生労働省　雇用均等・児童家庭局長通知　雇児発0331第10号　社会的養護自立支援事業等の実施について
児童福祉法第41条及び横浜市児童養護施設等退所後児童のためのアフターケア事業実施要綱
横浜市児童養護施設等退所後児童のための資格等取得支援事業実施要綱

決
算

32,003 34,343 33,628

11,121 13,437 12,633

35,943

11,805 11,982 12,007 13,522 13,522 13,522
予
算

32,509 32,863 32,913 35,943 35,943

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

0
令和３年度 35,943 13,521 8,900 13,522

単独事業 8,900 8,900

13,522
補助事業 27,043 13,521 13,522

令和４年度 35,943 13,521 8,900

区　分 金　額 国 県 諸収入 社会福祉基金繰入金 市債 一般財源

2

事業名称 施設等退所後児童に対するアフターケア事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 22 20

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 こども家庭
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 6-3-2 1

事業区分

歳出予算科目 6 3

支給人数
単位

人

目標 27 23 21 21 21 21 21
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

回

目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 こども家庭
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 6 3 2

事業名称 こども家庭総合支援拠点事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

331,779
補助事業 0

令和４年度 566,370 233,544 1,047

0
令和３年度 376,531 148,572 521 227,438

単独事業

0 104,341

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 189,839 84,972 0 526 0

443,683

0 0 0 269,542 269,542 269,542
予
算

0 0 0 443,683 443,683

事業概要

児童福祉法第10条の２に規定されている、児童及び妊産婦の福祉に関し必要な支援を行うための拠点について、市民にとって身近な区
役所こども家庭支援課に機能整備します。
令和４年度は８区のこども家庭支援課に機能整備し、令和３年度に整備を完了した10区を含めた、全区こども家庭支援課で拠点機能を
運営することで、子どもとその家庭への相談支援機能のさらなる強化・充実を図ります。

事業開始年度 令和３年度

根拠法令・方針決裁等 児童福祉法、児童虐待の防止等に関する法律、横浜市子供を虐待から守る条例令和２年度横浜市経営会議（２項）方針確認

決
算

0 0 0

0 0 0

拠点整備区数
単位

区

事業目的・効果
(必要性)

　平成28年改正児童福祉法において、市町村は、児童等に対する必要な支援を行うための拠点（市区町村子ども家庭総合支援拠点）の
整備に努めることが規定されました。
　また、国において、平成30年12月に策定された「児童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラン）」では、令和４年度までに全市
町村に市区町村子ども家庭総合支援拠点（以下「拠点」とする。）の機能整備を実施する目標が掲げられています。
　拠点は、すべての子どもとその家庭及び妊産婦のあらゆる相談に応じ、支援が必要な子どもとその家庭の福祉に関して、関係機関と
連携した組織的な支援や、支援を行う中での関係機関との総合調整、要保護児童対策地域協議会調整担当者として子どもに関わる機関
のネットワークのコーディネートを実施します。
　本市においては、区福祉保健センターこども家庭支援課でこれまで実施してきた業務が、既に拠点の業務に対応している部分もある
ため、国の「市区町村子ども家庭支援指針（ガイドライン）」で示されている拠点機能を、市民にとって身近な区役所こども家庭支援
課に整備し、子どもとその家庭への相談支援機能の強化を図ります。
　具体的には、①国が示す拠点の人員配置基準を踏まえた、専門職（会計年度任用職員を含む。）の配置によって、要保護児童等の支
援に専従する「こどもの権利擁護担当」の体制を確保すること、②こども家庭支援課で把握した子どもや家庭への福祉的な支援に関
し、組織的に協議する相談支援体制を確保すること、③「横浜市版子育て世代包括支援センター」機能と拠点機能を同一の課で実施す
ることで、妊娠期から18歳までの切れ目のない支援を実施すること、④児童相談所と連携し、施設退所後の児童等への地域における支
援をより強化すること等を実施します。

根拠・データ等

【根拠とするデータ】
国勢調査（平成27年度）
横浜市児童人口（令和３年３月31日時点）
児童虐待相談対応件数（令和２年度、令和元年度）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 10 18 18 18 18

実績

目標

実績

566,370

課長 係長 児童虐待・DV対策担当

細事業合計 566,370 376,531 189,839

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 久保田　淳 南雲　陽子 吉⽥ 圭汰

376,531 189,839
後行区の開設及び先行区
の通年化による増

事業スケジュール
・令和３年度：事業開始（10区こども家庭支援課へ拠点機能を整備）
・令和４年度：新規拠点機能整備（８区こども家庭支援課へ拠点機能を整備し、全区への整備を完了）
・令和５年度～：全区こども家庭支援課において、通年で拠点機能を運営

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

こども家庭総合支援拠点運営事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

こども家庭相
談実績（来

所）

単位

件

目標 7,000 7,000 7,000 7,000

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 こども青少年 こども家庭
新規拡充 ■ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 6 3 2

事業名称 こども家庭相談事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

108,779
補助事業 0

令和４年度 109,059 280

0
令和３年度 0 0 0

単独事業

0 108,779

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 109,059 0 0 280 0

109,059

0 0 0 108,779 108,779 108,779
予
算

0 0 0 109,059 109,059

事業概要
子どもや家庭に関する相談窓口を市民にとって分かりやすい身近な区役所に設置し、保健師や社会福祉職等の専門職が相談内容に応じ
て必要な情報提供を行うとともに、子育て等に関する様々な不安や悩みの相談に迅速かつ的確に対応します。また、必要に応じて民生
委員・児童委員等の地域関係者や保育所、幼稚園、学校等の関係機関と連携を図り相談、支援を行います。

事業開始年度 令和４年度

根拠法令・方針決裁等 児童福祉法

決
算

0 0 0

0 0 0

こども家庭相
談実績（電

話・その他）

単位

件

事業目的・効果
(必要性)

　平成９年10月から令和４年３月まで、区役所では「子ども・家庭支援相談」として、妊娠期から原則18歳までの子育てに関する相談
に対応していました。この蓄積を活かし、「子ども・家庭支援相談」を発展的に見直し、区役所こども家庭支援課の相談窓口として、
保健師や社会福祉職等の専門職が子どもや家庭に関するあらゆる相談に対応する「こども家庭相談」を実施します。
　「こども家庭相談」の実施により、相談者は、専門職から相談内容に応じた適切な支援や情報提供を受けることができます。また、
相談の内容により「こども家庭総合支援拠点」機能の一部である組織内協議において、支援方針を多職種で協議することで支援の向上
を図ります。
　さらに、「こども家庭相談」の対応実績から、相談の種別、対応職種、支援方針等に応じた傾向を分析することで、各区こども家庭
支援課に求められる施策や業務の実施につなげます。

根拠・データ等
【根拠とするデータ】
・子ども・家庭支援相談実績（令和２年度）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 9,500 9,500 9,500 9,500

実績

目標

実績

109,059

課長 係長 児童虐待・DV対策担当

細事業合計 109,059 0 109,059

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 久保田　淳 南雲　陽子 吉⽥ 圭汰

0 109,059 新規のため

事業スケジュール
・令和３年度：事業開始準備（要綱、マニュアルの策定等）
・令和４年度：全区こども家庭支援課において事業開始（４月～）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

こども家庭相談運営事業
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